
第７章 石川県環境総合計画（H１７～H２２）の進捗状況

石川県環境総合計画では、その達成状況を測る指標として、１３２の行動目標を定めていました。

同計画は平成２２年度が計画期間の最終年であり、以下では、その進捗状況及び参考に最新年度にお

ける最新状況についてとりまとめています。

（但し、統計データの集計等の都合上、一部は平成２１年度以前の最新情報となっています。）

※行動目標の種別について

行動目標は、設定した目標の内容により次の２種類に分類し、種別欄に記号で表しています。

■印：数値設定型目標

（具体的な数値目標を設定して、その達成に向けて取り組んでいく目標）

□印：方向提示型目標

（具体的な数値にかえて、目指す変化の方向性を提示して、これに向けて取り組んでいく目標）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

（１） 生活環境の保全に関する目標
① 流域全体として捉えた水環境の保全

１ ■
森林中の保安
林率（国有林
を含む）

３０％
２８％

（平成１４年度）
２９．４０％

（平成２２年度末）
森林管理課

２９．７％
（平成３０年度）

２ ■

農地における
中山間地域等
直接支払制度
の実施

４，０００ha
（平成１８年度）

３，６８０ha
（平成１５年度）

３，８５５ha
（平成２２年度末）

里山振興室
５，１４１ha

（平成３０年度）

３ □
河川流量の確
保

魚が生息し、水生植物
が茂る川となる河川流
量の確保

渇水期における溜まり
水による悪臭や魚の口
あげ、無水・減水区間
の発生

河川流量を確保し、１２
ヵ所で無水・減水区間
が改善された。
（平成２２年度）

河川課

河川流量を確保し、１２
ヵ所で無水・減水区間
が改善された。
（平成２８年度）

４ □
地下水位の維
持

現状の水位を維持
地域によっては、地盤
沈下の進行や地下水位
の低下傾向の出現

・地下水位の観測を１０
ヵ所、１５井で実施し
た。
・すべての観測地点で
水位は横ばい、もし
くは、上昇傾向であ
った。
・大規模地下水採取工
場・事業所に対して
地下水の使用合理化
の指導を実施した。
（平成２２年度）

環境政策課

・地下水位の観測を１０
ヵ所、１５井で実施し
た。
・すべての観測地点で
水位は横ばい、もし
くは、上昇傾向であ
った。
・大規模地下水採取工
場・事業所に対して
地下水の使用合理化
の指導を実施した。
（平成２９年度）

５ ■ 水道普及率
９９％

（平成２８年度）
９７．９％

（平成１４年度末）
９８．８％

（平成２２年度末）
環境政策課

９８．８％
（平成２９年度末）

６ ■
生活排水処理
施設の整備率

９０％
７６．９％

（平成１５年度末）
８９．８％

（平成２２年度末）
都市計画課

９４．２％
（平成３０年度末）

７ □
工場・事業場
排水

排水規制が守られる

排水基準が適用される
工場・事業所は６８０件
あり、その違反率は
８．３％であった。（金沢
市を除く）
（平成１６年度）

排水基準が適用される
工場・事業所は６３５件
あり、その違反率は
４．０％であった。（金沢
市を除く）
（平成２２年度）

環境政策課

排水基準が適用される
工場・事業所は５９５件
あり、その違反率は
９．５％であった。（金沢
市を除く）
（平成２９年度）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

８ □
自然系からの
流出水

・負荷の実態把握
・負荷量削減の方策を
検討

農地や山林等からの流
出水に起因する汚染物
質によって閉鎖性水域
の水質が悪化

河北潟において平成１８
年度から実証実験を行
ってきた民間の水質浄
化技術（６技術）のう
ち、比較的効果の大き
かった技術について、
実用化に向けた性能の
持続性・耐久性等の実
験を行っている。
（平成２２年度）

環境政策課

平成１８年度から平成２３
年度まで実施した実証
実験の結果を受けて、
平成２４年度から河北潟
内に設置した水質浄化
材の効果検証を行って
いる。
（平成３０年度）

９ □
飲料水の安全
確保

・水質管理の徹底
・安全な水道水を供給

「石川県水道水質管理
計画」に基づく水質管
理

県内の地域を代表する
主要な水道水源２４地点
で水質管理調査を実施
した。有害化学物質に
ついては、全ての地点
で国の目標値を超えて
いなかった。
（平成２２年度）

環境政策課

県内の地域を代表する
主要な水道水源２４地点
で水質管理調査を実施
した。有害化学物質に
ついては、国の目標値
を超えていなかった。
（平成２９年度）

１０ □
多自然型川づ
くり

・石川県版「多自然型
川づくりの手引き」
の作成（平成１７年度）
・多自然型川づくりの
推進 水辺環境に配慮した工

法の開発・普及

平成１７年度に「いしか
わの多自然型川づくり
ハンドブック」を作成
した。浅野川にて、親
水護岸（川へ下りる階
段工２箇所）を実施し
た。
（平成２２年度）

河川課

浅野川にてこれまでに
親水護岸（川へ下りる
階段工）２０箇所を実施
した。
（平成２９年度）

１１ □
農業用水路の
改修

生態系や景観との調和
に配慮した整備の推進

生態系や景観との調和
に配慮した農業用水路
の改修を０．４km実施
した。
（平成２２年度）

農業基盤課

生態系や景観との調和
に配慮した農業用水路
の改修を５．４km実施
した。
（平成３０年度）

② 大気（悪臭・騒音等を含む）、土壌

１２ □

大気汚染に係
る環境基準
（光化学オキ
シダントを除
く項目）

全ての測定局で環境基
準を達成

概ね良好な状態を維持

２７ヵ所の大気測定局で
常時監視を実施した。
すべての測定局で環境
基準（光化学オキシダ
ント及び微小粒子状物
質（PM２．５）を除く）
を達成した。
（平成２２年度）

環境政策課

２７ヵ所の大気測定局で
常時監視を実施した。
すべての測定局で環境
基準（光化学オキシダ
ントを除く）を達成し
た。
（平成３０年度）

１３ □
光化学オキシ
ダントに係る
環境基準

予報等の発令を速やか
に行い、健康被害を防
止

全国と同様環境基準を
非達成

光化学オキシダント緊
急時の発令なし。
（平成２２年度）

環境政策課
光化学オキシダント緊
急時の発令なし。
（平成３０年度）

１４ □ 悪臭防止
臭気指数による規制の
導入促進

悪臭関連の苦情は、苦
情件数全体の１０％
（１００件）

臭気指数導入検討中の
羽咋市、志賀町に対し
て研修会を実施した。
（平成２２年度）

環境政策課

臭気指数導入検討中の
津幡町及びその他市町
担当者に対して研修会
を実施した。
（平成３０年度）

１５ □
自動車排出ガ
ス対策

測定局における測定項
目の充実

自動車排出ガス測定局６局

平成１７年度から野々市
測定局で窒素酸化物、
浮遊粒子状物質を追加
している。
（平成２２年度）

環境政策課
平成２４年度には微小粒
子状物質を追加した。
（平成３０年度）

１６ □
自動車交通騒
音

環境基準達成の努力
面的評価の環境基準達
成率９５．６％
（平成１５年度）

面的評価の環境基準達
成率９４．５％
（平成２２年度）

環境政策課
面的評価の環境基準達
成率 ９７．２％
（平成２９年度）

第
２
部

第
７
章

－ 131 －



No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

１７ □
小松空港の航
空機騒音

基地周辺騒音対策の国
への要望を継続

概ね横ばい

国・市町と協力して小
松飛行場の周辺２５ヵ所
で騒音調査を実施し
た。平成２２年度の調査
結果は、概ね横ばいで
あった。
（平成２２年度）

環境政策課

国・市町と協力して小
松飛行場の周辺２５ヵ所
で騒音調査を実施し
た。平成２９年度の調査
結果は、概ね横ばいで
あった。
（平成２９年度）

１８ □ 土壌汚染
指定区域の発生時に
は、汚染除去等の措置

土壌汚染指定地域なし
（平成１５年度末）

指定をした１ヵ所は、
形質変更時要届出区域
として管理を継続。
（平成２２年度末）

環境政策課
形質変更時要届出区域
３ヵ所は管理を継続。
（平成３０年度末）

③ 化学物質関係

１９ □
事業者による
自主的な管理

PRTR法に基づく届出
と条例に基づく報告の
徹底

「ふるさと環境条例」に
取扱量等の報告、事故
時の措置について規
定。

事業者に対して PRTR
法に基づく届出と条例
に基づく報告の周知徹
底を図り、PRTR法に
基づく届出と条例に基
づく報告（平成２１年度
分）が４９９事業所から
提出された。
（平成２２年度）

環境政策課

事業者に対して PRTR
法に基づく届出と条例
に基づく報告の周知徹
底を図り、PRTR法に
基づく届出と条例に基
づく報告（平成２９年度
分）が４４７事業所から
提出された。
（平成３０年度）

２０ □
自主的な管理
の改善

排出量、移動量及び取
扱量等の集計

平成２１年度分の排出
量、移動量及び取扱量
等を集計した。
（平成２２年度）

環境政策課

平成２９年度分の排出
量、移動量及び取扱量
等を集計した。
（平成３０年度）

２１ □
事業者に関す
る情報の提供

排出量、移動量及び取
扱量等の公表

平成２１年度分の排出
量、移動量を公表した。
（平成２２年度）

環境政策課
平成２９年度分の排出
量、移動量を公表した。
（平成３０年度）

２２ □
環境汚染状況
に関する情報
の提供

石川県のホームページ
に調査結果等を掲載

環境汚染状況に関する
情報を石川県のホーム
ページに掲載した。
（平成２２年度）

環境政策課

環境汚染状況に関する
情報を石川県のホーム
ページに掲載した。
（平成３０年度）

④ 環境美化、修景、景観形成

２３ □
空き缶等の散
乱防止

・生活環境の清潔さの
満足度の向上

・清掃活動参加度の向
上

・空き缶等ポイ捨て実
感度の低減

（アンケート調査による）
・生活環境の清潔さの
満足度：５７．４ポイン
ト

・清掃活動参加度：
４０．６ポイント
・空き缶等ポイ捨て実
感度：８５．６ポイント

（平成１６年７月、環境
政策課実施）

河川愛護団体により延
長約５３４kmの河川に
おいて、除草や清掃が
行われた。（河川課）
「クリーンビーチいし
かわ」に延べ１１３，３９６
人の参加があった。
（水産課）
道路愛護活動を行う
１３８団体により、清掃、
除草や花植えが行われ
た。（道路整備課）
（平成２２年度）

河川課
水産課
道路整備課

河川愛護団体により延
長約６１３kmの河川に
おいて、除草や清掃が
行われた。（河川課）「ク
リーンビーチいしか
わ」に延べ７５，３３５人の
参加があった。（水産
課）
道路愛護活動を行う
１９６団体により、清掃、
除草や花植えが行われ
た。（道路整備課）
（平成３０年度）

２４ ■ 都市公園面積 １人当たり１８� １人当たり１２．０２�
（平成１５年度末）

１人当たり１３．３０�
（平成２２年度末）

公園緑地課
１人当たり１４．７１�
（平成２９年度末）

２５ □
緑の基本計画
策定市町

対象となる全市町

対象となる都市計画区
域を有する２６市町のう
ち、１５市町で策定。
（平成１５年度末）

対象となる都市計画区
域を有する１７市町のう
ち、１２市町で策定済
み。
（平成２２年度末）

公園緑地課

対象となる都市計画区
域を有する１７市町のう
ち、１２市町で策定済
み。
（平成３０年度末）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

２６ □
景観の保全創
出

地域の地形、歴史を活
かした、良好な景観の
保全・創出

美観風致の維持、地域
の歴史的文化的景観の
保全

景観形成重要エリアの
うち（国）２４９号の能
登内浦地域や（主）輪
島浦上線など能登の海
岸線を中心に３１路線
１６１kmを、新 た に 屋
外広告物禁止地域に追
加指定。
里山景観の保全再生を
図るため、景観形成重
点地区指定の検討を進
めている。
（平成２２年度）

都市計画課

里山里海景観の保全再
生を図るため、羽咋市
「神子原」を景観形成
重点地区に指定した。
（平成２９年度）

⑤ 開発行為に係る環境配慮

２７ □
影響評価に関
する法律、条
例の運用

環境影響評価法と「ふ
るさと環境条例」の環
境影響評価制度の適正
運用

・環境影響評価制度の
運用

・「ふるさと環境条例」
に基づき「環境配慮
指針」を策定

環境影響評価法に基づ
く審査案件数：１件
（平成２２年度）

環境政策課
「ふるさと環境条例等」
に基づく審査案件数：
３件（平成３０年度）

２８ □
環境配慮のた
めの指針の普
及

環境配慮指針の公共事
業への導入と民間事業
への普及

部局ごとに作成した運
用評価マニュアルに反
映されている。
（平成２２年度）

環境政策課

部局ごとに作成した運
用評価マニュアルに反
映されている。
（平成３０年度）

（２） 循環型社会の形成に関する目標
① 廃棄物等の排出抑制

２９ ■
家庭版環境
ISOに取り組
む家庭数

１，０００家庭
６６家庭

（平成１６年度末）
８，１２１家庭

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

６６，５８３家庭
（平成３０年度末）

３０ ■
地域版環境
ISOに取り組
む地域数

４０か所
５地域

（平成１６年度末）
５０地域

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

９４地域
（平成３０年度末）

３１ ■
学校版環境
ISOに取り組
む学校数

８０校
１５校

（平成１６年度末）
１２３校

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

２９１校
（平成３０年度末）

３２ ■

ISO１４００１と
エコアクショ
ン２１登録事業
所数

６００事業所
４０８事業所

（平成１５年度末）

９４４事業所
ISO１４００１ ３０１事業所
エコアクション２１ ９５事業所
事業者版環境 ISO ５４８事業所
（平成２２年度末）

温暖化・里山対策室

１，０７７事業所
ISO１４００１ １５１事業所
エコアクション２１１１９事業所
事業者版環境 ISO ８０７事業所
（平成３０年度末）

３３ ■
１人１日当たり
ごみ
排出量

約８００g
１，１３３g

（平成１５年度）

９６６g
（９９８g）※１

（平成２２年度）
廃棄物対策課

９６０g
（９６８g）※１

（平成２９年度）

※１ 括弧内は、平成１７年度より算出方法を変更した国の統計による数値。平成２４年度の総人口から、外国人人口を含んでいる。

② 循環資源の再使用、再生利用・熱回収

３４ ■
産業廃棄物の
最終処分量

平成９年度の１／２
（約１３４千トン）以下

２１８千トン
（平成１５年）

２６３千トン※２

（平成２２年度）
廃棄物対策課

７３千トン※２

（平成２９年度）

３５ ■
下水道汚泥の
有効利用

有効利用率：７０％
有効利用率：２１％
（平成１５年度）

４９．４％
（平成２２年度末）

都市計画課
５４．７％

（平成３０年度末）

３６ □
集落排水汚泥
の有効利用

農地、緑地還元の普及
集落排水汚泥のコンポ
スト化実施箇所数：２市
（平成１５年度末）

４市町
（平成２２年度末）

都市計画課
５市町

（平成３０年度末）

３７ ■
食品リサイク
ル組織の育成

６件
（平成１８年度）

２件
（平成１６年度）

９件
（平成２２年度末）

農業安全課
８件

（平成３０年度末）

※２ 石炭火力発電所の最終処分量を除けば長期的に減少傾向にある。

（石炭火力発電所を除く最終処分量の推移：平成９年度２６２千トン、平成１５年度１６２千トン、平成２２年度６５千トン、平成２９年度６３千トン）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

３８ ■
建設副産物の
再資源化

コンクリート：９９％以上
アスファルト：９９％以上
建設発生木材：９５％以上
（平成３０年度）

コンクリート：９８％
アスファルト：９６％
建設発生木材：８９％
（平成１４年度）

コンクリート：９８％
アスファルト：９９％
建設発生木材：９０％
（平成２０年度）

監理課

コンクリート：９９．８％
アスファルト：９９．５％
建設発生木材：９３．４％
（平成２４年度）

３９ ■
一般廃棄物の
リサイクル率

２３％以上
約１４．９％

（平成１５年度）

約１５．３％
（RDF化を含めると約

２２．７％）
（平成２２年度）

廃棄物対策課

約１４．４％
（RDF化を含めると約

２２．８％）
（平成２９年度）

４０ ■
容器包装廃棄
物の回収率

４０％以上
（平成１９年度）

３４．８％
（平成１５年度、推計）

３２．０％
（平成２２年度）

廃棄物対策課
２６．１％

（平成３０年度）

４１ □ グリーン購入 拡大を図る
会社や家庭において、
一層の取り組みが必要

環境フェアで普及啓発
を図った。
（平成２２年度）

温暖化・里山対策室
環境フェアで普及啓発
を図った。
（平成３０年度）

③ 適正な処分
４２
（再掲）

■
産業廃棄物の
最終処分量

平成９年度の１／２
（約１３４千トン）以下

２１８千トン
（平成１５年）

２６３千トン
（平成２２年度）

廃棄物対策課
７３千トン

（平成２９年度）

４３ ■
一般廃棄物の
最終処分量

平成９年度の１／２
（約６４千トン）以下

９０千トン
（平成１５年度）

６３千トン
（平成２２年度）

廃棄物対策課
４７千トン

（平成２９年度）

４４ □
産業廃棄物の
処分施設

必要な最終処分場の整
備

将来的には、処分能力
が逼迫処分施設が地域
的に偏在

最終処分場の稼働箇所
数（処分業者分）：９ヵ
所
（平成２２年度）

廃棄物対策課

最終処分場の稼働箇所
数（処分業者分）：６ヵ
所
（平成３０年度）

４５ □
海岸への漂着
ごみ

・国を通じての沿岸諸
国への流出防止の働
きかけ

・沿岸市町村等との連
携による適正処分

漂着ごみ量が増加傾向

海岸漂着物処理推進法
（H２１．７施行）に基づ
き、石川県海岸漂着物
対策推進協議会を開催
（H２３．３）し、地域計画
について協議し策定し
た。また、地球温暖化対
策等推進基金を活用し
て８市町での海岸漂着
物の処理等を行った。
（平成２２年度）

廃棄物対策課

石川県海岸漂着物対策
推進地域計画（H２３．３）
に基づき、国庫補助制
度を活用して１２市町で
の海岸漂着物の処理等
を行った。
（平成３０年度）

４６ □ PCB廃棄物

・石川県 PCB廃棄物
処理計画の策定

・適正な管理と処理の
推進

JESCO北海道事業の
一環として適正処分が
必要

・平成１７年度に石川県
PCB廃棄物処理計
画を策定した。
・PCB廃棄物保管事
業場数：１，１４６事業場
（平成２２年度）

廃棄物対策課

・平成２８年度に石川県
PCB廃棄物処理計
画を変更した。
・PCB廃棄物保管事
業場数：６５０事業場
（平成２９年度末）

④ 不適正処理の防止

４７ □
不適正処理の
規制・監視

・監視体制の充実
・規制の強化 ・産業廃棄物：不適正

処理事案件数が毎年
増加

・一般廃棄物：不法投
棄は減少傾向

・立入権限を付与する
市町職員数：１８市町
１００名
・立入事業場数：４８８
事業場
・立入検査数：１，４６５件
（平成２２年度）

廃棄物対策課

・立入権限を付与する
市町職員数：１８市町
１０４名
（平成３０年度）

・立入事業場数：７３５
事業場
・立入検査数：１，７５２件
（平成３０年度）

４８ □
石川県廃棄物
再資源化事業
促進計画

「リサイクル関連施設」
の複数稼働

リサイクル関連施設の
稼働数：８９
（金沢市を除く）
（平成２２年度末）

廃棄物対策課

リサイクル関連施設の
稼働数：８８
（金沢市を除く）
（平成３０年度末）

４９
（再掲）

■
一般廃棄物の
リサイクル率

２３％以上
約１４．９％

（平成１５年度）

約１５．３％
（RDF化を含めると

約２２．７％）
（平成２２年度）

廃棄物対策課

約１４．４％
（RDF化を含めると

約２２．８％）
（平成２９年度）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

（３） 自然と人との共生に関する目標
① 地域の特性に応じた自然環境の保全

５０ □
登山道等の維
持管理

民間団体等と協力実施

自然公園と自然環境保
全地域の指定面積：約
５３，５４４ha（県土の１２．８
％）

民間団体等に管理委託
し、情報共有を図るこ
とで適正に管理した。
（平成２２年度）

自然環境課

民間団体等に管理委託
し、情報共有を図るこ
とで適正に管理した。
（平成３０年度）

５１ □
自然公園等の
利用者のマ
ナー

マナーやルールの普及
啓発

巡視員との連携を図
り、利用者マナーや
ルールの普及啓発に努
めた。
（平成２２年度）

自然環境課

巡視員との連携を図
り、利用者マナーや
ルールの普及啓発に努
めた。
（平成３０年度）

５２ □
里山などの自
然環境の保全

・保全再生を図る
・豊かな自然環境の創
造

里山地域のもつ公益的
機能が低下

地域が主体となった取
組の支援、里山に携わ
る人材の育成、活動団
体の情報発信、里山里
海に係る普及啓発等に
努めた。
（平成２２年度）

温暖化・里山対策室
里山振興室

地域が主体となった取
組の支援、里山に携わ
る人材の育成、活動団
体の情報発信、里山里
海に係る普及啓発等に
努めた。
（平成３０年度）

５３ ■
里山保全再生
協定の認定数

１０協定（累計）
なし

（平成１５年度末）
１０協定

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

１０協定
（平成３０年度末）

５４ ■
森林・里山保
全活動の実施
回数

年間１００回程度
約５０回

（平成１５年度）
１００回以上

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室
森林管理課

１００回以上
（平成３０年度末）

５５ ■
森林・里山保
全活動の指導
者数

３００名
約１５０名

（平成１５年度）
３２９名

（平成２２年度末）
自然環境課
森林管理課

３２０名
（平成３０年度末）

５６ □
森林・里山保
全活動の拠点
整備

・夕日寺健民自然園の
整備

・民間団体等の活動促
進

４拠点

・平成１９年度に里山ふ
るさと館、体験工房
等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。
・夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成２２年度）

自然環境課

・平成１９年度に里山ふ
るさと館、体験工房
等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。
・夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成３０年度）

５７ □
森林・里山保
全活動拠点の
機能

保健休養林施設の保全
活動拠点としての機能
強化

保健休養林施設３ヵ所
のうち、森林公園の１
ヵ所において機能強化
を行った。
（平成２２年度）

観光企画課
保健休養林３施設で機
能強化を行った。
（平成３０年度）

５８
（再掲）

■

中山間地域等
直接支払制度
の適用農地面
積

４，０００ha
（平成１８年度）

３，６８０ha
（平成１５年度）

３，８５５ha
（平成２２年度末）

里山振興室
５，１４１ha

（平成３０年度）

② 生物多様性の確保

５９ □

『いしかわレ
ッドデータブ
ック』掲載の
絶滅種

増加させない
１３種

（平成１２年３月）
１６種

（平成２２年度末）
自然環境課

１６種
（平成３０年度末）

６０ ■

「ふるさと環
境条例」に基
づく指定希少
野生動植物
種、希少野生
動植物保護地
区の指定

・希少野生動植物種：
２０種以上指定
・希少野生動植物保護
地区：３地区程度指
定

・保全対策の実施

な し
（平成１５年度末）

希少野生動植物種：１５
種
希少野生動植物保護地
区：なし
（平成２２年度末）

自然環境課

希少野生動植物種：２０
種
希少野生動植物保護地
区：なし
（平成３０年度末）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

６１ ■

「ふるさと環
境条例」に基
づく特定外来
種

・５種程度の選定
・抑制対策の実施

な し
（平成１５年度末）

なし
（平成２２年度）

自然環境課
なし

（平成３０年度末）

③ 野生鳥獣の保護管理の推進

６２ □
野生鳥獣の保
護管理

・特定鳥獣保護管理計
画の見直し

・科学的・計画的な保
護管理の推進

特定鳥獣保護管理計
画、第９次鳥獣保護事
業計画に基づく保護管
理

・ツキノワグマ保護管
理計画を変更した。
・ツキノワグマ、イノ
シシ、ニホンザルの
生息実態調査を実施
した。
（平成２２年度）

自然環境課
４獣種の管理計画を策
定し、推進している。
（平成３０年度）

６３ □
野生鳥獣の生
息環境と地域
の生物多様性

・生息環境の保全
・地域の生物多様性の
確保

鳥獣保護区の指定：４９
か所（５４，５６６ha）
（平成１５年度末）

鳥獣保護区の指定：５１
ヵ所（５５，４９４ha）
（平成２２年度末）

自然環境課
鳥獣保護区の指定：
４５ヵ所（４６，１５０ha）
（平成３０年度末）

６４ □
農林水産業・
人身被害

被害量の減少

・農林業被害：１８２．３百万円
（平成１５年度）

・クマによる人身被害：５件５名
（平成１６年度）

・農林業被害：８１百万円
（平成２２年度）

・クマによる人身被害：５件
（平成２２年度）

自然環境課

・農林業被害：１３１百万円
（平成３０年度）

・クマによる人身被害：２件
（平成３０年度）

６５ □ 狩猟の適正化
・狩猟免許所持者の確保
・狩猟の適正化

狩猟者登録件数：９５９件
（平成１５年度）

狩猟者登録件数：９２３件
（平成２２年度）

自然環境課
狩猟者登録件数：１，８０１件
（平成３０年度）

④ 自然とのふれあいの推進

６６ ■
「いしかわ自
然学校」全体
の年間参加者

３万人
約２３，０００人
（平成１５年度）

３４，４０７人
（平成２２年度）

自然環境課
３９，２１２人

（平成３０年度）

６７ ■

「いしかわ子
ども自然学
校」の年間参
加者

１万人
（平成２５年度）

約５，７００人
（平成１５年度）

３，９６１人
（平成２２年度）

生涯学習課
７，２８６人

（平成３０年度）

６８ ■
中核的指導者
（インストラ
クター）

６０人
（平成１９年度末）

２１人
（平成１５年度末）

１４２人
（平成２２年度末）

自然環境課
２１３人

（平成３０年度末）

６９ ■
小学校教員の
インタープリ
ター

２５０名
（平成１９年度末）

約１００人
（平成１６年度末）

約２５０人
（平成２２年度末）

生涯学習課
約２５０人

（平成３０年度末）

７０ □
自然公園利用
施設の整備・
充実

・自然公園利用施設の
整備

・ビジターセンター等
の充実

自然公園施設の整備
自然公園利用施設の整
備・充実を図った。
（平成２２年度）

自然環境課
自然公園利用施設の整
備・充実を図った。
（平成３０年度）

７１
（再掲）

□
森林・里山保
全活動の拠点
整備

・夕日寺健民自然園の
整備

・民間団体等の活動促
進

４拠点

・平成１９年度に里山ふ
るさと館、体験工房
等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。
・夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成２２年度）

自然環境課

・平成１９年度に里山ふ
るさと館、体験工房
等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。
・夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成３０年度）

７２
（再掲）

□
森林・里山保
全活動拠点の
機能

保健休養林施設の保全
活動拠点としての機能
強化

保健休養林施設３ヵ所
のうち、森林公園の１
ヵ所において機能強化
を行った。
（平成２２年度）

観光企画課
保健休養林３施設で機
能強化を行った。
（平成３０年度）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

７３ □
自然の調査と
資料収集、普
及啓発

・「自然史資料館」の
開館

・教育・普及活動プロ
グラム、研究計画の
作成

環境教育プログラム

・平成１８年５月開館、
平 成２０年４月 に は
「物理たいけん教室」
や「自然たんけん広
場」などの新設によ
りリニューアルオー
プンした。
・児童生徒または大人
を対象とした教育普
及プログラムを年間
２５回実施するととも
に企画展や講演会、
学校等への出前講座
を実施した。
（平成２２年度）

生涯学習課

・児童生徒または大人
を対象とした教育普
及プログラムを年間
２３回実施するととも
に企画展や講演会、
学校等への出前講座
を実施した。
（平成３０年度）

（４） 地球環境の保全に関する目標
① 県民、事業者等による二酸化炭素の排出抑制

７４ ■
二酸化炭素排
出量の削減

削減総量：
７０３千トン削減〔△７．８％〕
産業部門：
１１２千トン削減〔△３．７％〕
民生部門（家庭）：
１８８千トン削減〔△１１．２％〕
民生部門（業務）：
１８７千トン削減〔△１２．２％〕
運輸部門（自動車）：
２１６千トン削減〔△７．８％〕

括弧内は２００１年度比
（２０１０年度）

総排出量：
８，７４０千トン

産業部門：
２，４２１千トン

民生部門（家庭）：
１，８２２千トン

民生部門（業務）：
１，７７２千トン

運輸部門（自動車）：
２，７２５千トン

（２００１年度）

削減総量：
２，００２千トン削減〔△２２．９％〕※１

産業部門：
７３１千トン削減〔△３０．２％〕※１

民生部門（家庭）：
４１６千トン削減〔△２２．８％〕※１

民生部門（業務）：
３５１千トン削減〔△１９．８％〕※１

運輸部門（自動車）：
５０４千トン削減〔△１８．５％〕※１

括弧内は２００１年度比
（２０１０年度）

温暖化・里山対策室

削減総量：
１，４８９千トン増加〔１７．０％〕※２

１，１６７千トン削減〔△１３．４％〕※２

産業部門：
３８４千トン増加〔１５．８％〕※２

３４４千トン削減〔△１４．２％〕※３

民生部門（家庭）：
６９５千トン増加〔３８．１％〕※２

３１２千トン削減〔△１７．１％〕※３

民生部門（業務）：
９４７千トン増加〔５３．５％〕※２

２６千トン増加〔１．５％〕※３

運輸部門（自動車）：
５３７千トン削減〔△１９．７％〕※２

５３７千トン削減〔△１９．７％〕※３

括弧内は２００１年度比
（２０１６年度）

※１ 電力の排出係数については、２０１０年度の北陸電力の排出係数（調整後）０．２２４kg-CO２／kWhを用いて算出した。

※２ 電力の排出係数については、２０１６年度の北陸電力の排出係数（調整後）０．６２４kg-CO２／kWhを用いて算出した。

※３ 北陸電力が２００８－２０１２年度の５か年平均で目標とする排出係数０．３３kg-CO２／kWhを用いて算出した場合。

７５ ■
地球温暖化防
止活動推進員
の配置

１００人程度
なし

（平成１５年度末）
１９４人

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

１４３人
（平成３０年度末）

７６
（再掲）

■

ISO１４００１と
エコアクショ
ン２１登録事業
所数

６００事業所
４０８事業所

（平成１５年度末）

９４４事業所
ISO１４００１ ３０１事業所
エコアクション２１ ９５事業所
事業者版環境 ISO ５４８事業所
（平成２２年度末）

温暖化・里山対策室

１，０７７事業所
ISO１４００１ １５１事業所
エコアクション２１１１９事業所
事業者版環境 ISO ８０７事業所
（平成３０年度末）

７７
（再掲）

■
家庭版環境
ISOに取り組
む家庭数

１，０００家庭
６６家庭

（平成１６年度末）
８，１２１家庭

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

６６，５８３家庭
（平成３０年度末）

７８
（再掲）

■
地域版環境
ISOに取り組
む地域数

４０か所
５地域

（平成１６年度末）
５０地域

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

９４地域
（平成３０年度末）

７９
（再掲）

■
学校版環境
ISOに取り組
む学校数

８０校
１５校

（平成１６年度末）
１２３校

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

２９１校
（平成３０年度末）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

８０ □
再生可能エネ
ルギーの利用

普及啓発の推進

太陽光発電：４，８００kW
風力発電：１５，７００kW
廃棄物発電：１４，５００kW
（平成１７年１月末）

太陽光発電：１５，４６９kW
風力発電：１２０，９５２kW
廃棄物発電：１７，０００kW
（平成２２年度末）

企画課

太陽光発電：３４５，１７４kW
風力発電：１２４，５００kW
廃棄物発電：２３，０８５kW
（平成２９年度末）

８１ ■
住宅用太陽光
発電システム
の設置件数

２，０００件
約７００件

（平成１５年末）
３，１６４件

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

７，６１９件
（平成２９年度末）

② 県庁による二酸化炭素の排出抑制（県庁グリーン化率先行動プラン）

８３ ■
電気使用量の
削減

４％削減（１５年度比）
７３，２５０MWh
（平成１５年度）

７５，１３２MWh
（１５年度比２．６％増加）
（平成２２年度）

温暖化・里山対策室
６５，８４１MWh

（１５年度比１０．１％削減）
（平成３０年度）

８４ ■
冷暖房用等燃
料使用量の削
減

１３％削減（１５年度比）

エネルギー使用量
（CO２換算）：２１，３９４t
A重油：６，０５６k�
灯油：１，４０３k�
プロパン：６９千�
都市ガス：３５２千�

（平成１５年度）

エネルギー使用量
（CO２換算）：１８，６６９t
（１５年度比１２．７％削減）
A重油：４，１３４k�
（１５年度比３１．７％削減）
灯油：２，４７３k�
（１５年度比７６．３％増加）
プロパン：５２千�
（１５年度比２４．６％削減）
都市ガス：４４１千�
（１５年度比２５．３％増加）

（平成２２年度）

温暖化・里山対策室

エネルギー使用量
（CO２換算）：１２，５７９t
（１５年度比４１．２％削減）
A重油：１，８６８k�
（１５年度比６９．２％削減）
灯油：１，６４４k�
（１５年度比１７．２％増加）
プロパン：２６千�
（１５年度比６２．３％削減）
都市ガス：１，４６１千�
（１５年度比３１５．１％増加）

（平成３０年度）

８５ ■
公用車の燃料
使用量の削減

５％削減（１５年度比）

エネルギー使用量
（CO２換算）：４，７６４t
ガソリン：１，６６６k�
軽油：３０３k�
（平成１５年度）

エネルギー使用量
（CO２換算）：４，３６７t
（１５年度比８．３％削減）
ガソリン：１，５９０k�
（１５年度比４．６％削減）
軽油：２６３k�
（１５年度比１３．２％削減）

（平成２２年度）

温暖化・里山対策室

エネルギー使用量
（CO２換算）：３，５６４t
（１５年度比２５．２％削減）
ガソリン：１，３６６k�
（１５年度比１８．０％削減）
軽油：１５０k�
（１５年度比４９．５％削減）

（平成３０年度）

８６ ■
水使用量の削
減

５％削減（１５年度比）
１，０８９千�
（平成１５年度）

８５７千�
（１５年度比２１．３％削減）
（平成２２年度）

温暖化・里山対策室
６６６千�

（１５年度比３８．８％削減）
（平成３０年度）

８７ ■
可燃ごみ排出
量の削減

２０％削減（１５年度比）
１，２９７t

（平成１５年度）

１，０９０t
（１５年度比１６．０％削減）
（平成２２年度）

温暖化・里山対策室
７６１t

（１５年度比４１．３％削減）
（平成３０年度）

８８ ■
用紙類の使用
量の削減

３％削減（１５年度比）
１０８，２６６千枚
（平成１５年度）

１２１，２８９千枚
（１５年度比１２．０％増加）
（平成２２年度）

温暖化・里山対策室
１２４，５２７千枚

（１５年度比１５．０％増加）
（平成３０年度）

８９ ■
環境に優しい
製品の使用

９９％達成
９７．０％

（平成１５年度）
９９．１％

（平成２２年度）
温暖化・里山対策室

９９．８％
（平成３０年度）

９０ ■
低公害車の導
入

２２０台導入
７０台

（平成１５年度末）
１６８台

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

３１４台
（平成３０年度末）

９１ ■

省資源・省エ
ネルギーに配
慮した施設の
整備

県有施設の３０％導入
１５％（２６施設）
（平成１５年度末）

３５％（６０施設）
（平成２２年度末）

温暖化・里山対策室
４６％（７９施設）
（平成３０年度末）

９２ ■
二酸化炭素排
出量の削減

５千トン削減、△８％
（１５年度比）

６０，０２６t
（平成１５年度）

２０千トン削減、△３３．１％
（１２千トン削減、△１９．８％）
（平成２２年度）※１

温暖化・里山対策室
５，８５０トン削減、△９．７％
（２２千トン削減、△３６．５％）
（平成３０年度末）※１

※１ 電気のCO

２

排出係数については、平成２２年度、平成２９年度の北陸電力の調整後CO

２

排出係数０．２２４、０．５７４を用いている。

括弧内の数字は、北陸電力が平成２０年度－平成２４年度の５か年平均で目標とするCO

２

排出係数０．３３を用いた場合の値。
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

③ 緑化・森林・林業における二酸化炭素の吸収・固定

９３ ■

適切な森林整
備・管理によ
る「森林経営」
の実施

民有林面積中実施面積：
約１４万 ha

民有林面積中実施面積：
１３．５万 ha
（平成１４年度）

民有林面積中実施面積：
１３．７万 ha

（平成２２年度末）
森林管理課

民有林面積中実施面積：
６．６万 ha

（平成３０年度末）※１

９４ ■ 年間間伐面積 ２，６００ha
２，１７０ha

（平成１４年度末）
５，０１６ha

（平成２２年度）
森林管理課

１，７６３ha
（平成３０年度）

※１ H２４の森林経営計画制度の開始により定義変更

９５ ■
木材需要量に
おける県産材
の自給率

４０％
２２％

（平成１５年）
３２％

（平成２２年）
森林管理課

３１％
（平成３０年）

９６
（再掲）

■ 都市公園面積 １人当たり１８� １人当たり１２．０２�
（平成１５年度末）

１人当たり１３．３０�
（平成２２年度末）

公園緑地課
１人当たり１４．７１�
（平成２９年度末）

９７
（再掲）

□
緑の基本計画
策定市町

対象となる全市町

対象となる都市計画区
域を有する２６市町のう
ち、１５市町で策定。
（平成１５年度末）

対象となる都市計画区
域を有する１７市町のう
ち、１２市町で策定済
み。
（平成２２年度末）

公園緑地課

対象となる都市計画区
域を有する１７市町のう
ち、１２市町で策定済
み。
（平成３０年度末）

④ 地球環境の保全に向けた国際環境協力の推進

９８ □
酸性雨等のモ
ニタリング

酸性雨等の調査の実施 酸性雨等の調査の実施
酸性雨等の調査を実施
した。
（平成２２年度）

環境政策課
酸性雨等の調査を実施
した。
（平成３０年度）

９９ □ 国際環境協力
中国江蘇省からの技術
研修員の受入継続

中国江蘇省からの技術
研修員の受入

中国江蘇省からの技術
研修員２名を受け入れ
た。
（平成２２年度）

環境政策課

中国江蘇省からの技術
研修員３名を受け入れ
た。
（平成２７年度）

（５） 質の高い環境の形成に資する産業活動の推進に関する目標
① 環境に配慮した産業活動の推進

１００ □
エコ農業者認
定数

認定数の拡大
（取り組み面積の拡大）

６１５人（１，１２７ha）
（平成１５年度末）

１，１９１人（２，２８４ha）
（平成２２年度末）

生産流通課
１，００９人（３，５２９ha）
（平成３０年度末）

１０１
（再掲）

■

ISO１４００１と
エコアクショ
ン２１登録事業
所数

６００事業所
４０８事業所

（平成１５年度末）

９４４事業所
ISO１４００１ ３０１事業所
エコアクション２１ ９５事業所
事業者版環境 ISO ５４８事業所
（平成２２年度末）

温暖化・里山対策室

１，０７７事業所
ISO１４００１ １５１事業所
エコアクション２１１１９事業所
事業者版環境 ISO ８０７事業所
（平成３０年度末）

１０２
（再掲）

■
産業廃棄物の
最終処分量

平成９年度の１／２
（約１３４千トン）以下

２１８千トン
（平成１５年度）

２６３千トン
（平成２２年度）

廃棄物対策課
７３千トン

（平成２９年度）

１０３
（再掲）

□ グリーン購入 拡大を図る
会社や家庭において、
一層の取り組みが必要

環境フェアで普及啓発
を図った。
（平成２２年度）

温暖化・里山対策室
環境フェアで普及啓発
を図った。
（平成３０年度）

１０４ □
CSR（企業の
社会的責任）
の取組

取り組みの推進
ISOで規格化の動き
（数年後）

ふるさと環境保全功労
者表彰により顕彰し
た。
（平成２２年度）

環境政策課

ふるさと石川環境保全
功労者表彰により顕彰
した。
（平成３０年度）

② 環境ビジネスの育成

１０５ □
環境ビジネス
の実態の把握

実態把握
（平成１８年度）

－

企業向けのハンドブッ
クを作成した（企業の
活動事例等を紹介）
（平成２２年度）

環境政策課

企業向けのハンドブッ
クを作成した（企業の
活動事例等を紹介）
（平成３０年度）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

１０６ □
環境ビジネス
起業の支援

各種融資制度活用の促
進

県内中小企業が事業活
動と環境との調和を図
り、持続可能な循環型
社会づくりを目指すた
めに要する資金の融資
を３件実施した。
（平成１５年度）

地球温暖化対策支援融
資制度の適格審査を１
件実施した。
（平成２２年度）

環境政策課
温暖化・里山対策室

各種融資制度の説明会
に参加し、普及啓発を
図るとともに、具体的
な案件の相談を実施。
（平成３０年度）

１０７ □
産業廃棄物処
理業界の健全
な発展

従事者の資質の向上 －

産業廃棄物の適正処理
に係る講演会等を実施
した。県産業廃棄物協
会の研修会・セミナー
事業への補助。
（平成２２年度）

廃棄物対策課

産業廃棄物の適正処理
に係る講演会等を実施
した。県産業廃棄物協
会の研修会・セミナー
事業への補助。
（平成３０年度）

１０８ ■

グリーン購入
いしかわネッ
トワークの会
員数

倍 増（１７６事業者）
８８事業者

（平成１５年度末）
１９１事業者

（平成２２年度末）
温暖化・里山対策室

１６４事業者
（平成３０年度末）

③ 農林水産業における環境保全機能の維持・発揮

１０９ ■

グ リ ー ン・
ツーリズムイ
ンストラク
ター人数

５０人
（平成１９年度末）

１７人
（平成１５年度末）

５２人
（平成２２年度末）

里山振興室
５１人

（平成２７年度末）

１１０ ■
グ リ ー ン・
ツーリズム受
入施設数

３００施設
（平成１９年度末）

２０８施設
（平成１５年度末）

３０９施設
（平成２２年度末）

里山振興室
３０４施設

（平成２７年度末）

１１１ □
県産食材の地
産地消

県内流通量の拡大

地産地消の環境保全機
能への注目

地産地消に係る相談窓
口の開設や、地産地消
に協力する小売店や飲
食店の認定又は登録を
行い、地産地消の推進
を図った。
小売店認定数：７１８店
舗
飲食店の登録数：１４１
店舗
（平成２２年度）

生産流通課

地産地消に係る相談窓
口の開設や、地産地消
に協力する小売店や飲
食店の認定又は登録を
行い、地産地消の推進
を図った。
小売店認定数：６７４店
舗
飲食店の登録数：１５３
店舗
（平成３０年度）

１１２ □
県産食材の学
校給食への導
入

導入促進

県産食材の安定供給体
制が整備されている学
校給食の調理場の割
合：９９％
（平成２２年度）

生産流通課

県産食材の安定供給体
制が整備されている学
校給食の調理場の割
合：１００％
（平成３０年度）

１１３
（再掲）

■
木材需要量に
おける県産材
の自給率

４０％
２２％

（平成１５年）
３２％

（平成２２年）
森林管理課

３１％
（平成３０年）

１１４
（再掲）

■ 年間間伐面積 ２，６００ha
２，１７０ha

（平成１４年度）
５，０１６ha

（平成２２年度）
森林管理課

１，７６３ha
（平成３０年度）

１１５
（再掲）

■

木材需要量に
おける県産材
の自給率（森
林資源の循環
利用）

４０％
２２％

（平成１５年）
３２％

（平成２２年）
森林管理課

３１％
（平成３０年）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

（６） 環境に関する知識、知恵、情報等の集積と活用に関する目標
① 環境に関する知識等の収集、提供体制の整備

１１６ □
知的資産の蓄
積

データベースの構築
主体ごとに知的資産を
蓄積
必要なデータは各主体
にアクセス

平成１９年４月から、い
しかわ環境情報交流サ
イトの運用を開始し、
知的資産の蓄積を継続
している。
（平成２２年度）

環境政策課 平成２８年度に、いしか
わ環境情報サイトをリ
ニューアルし、環境情
報等の集積と活用を図
っている。
（平成３０年度）

１１７ □
知的資産の提
供

提供システムの構築 環境政策課

② 環境研究の推進

１１８ □
環境研究の推
進

研究機関、大学間の共
同研究に着手

大学、研究所等それぞ
れで調査、研究

大学等と連携した調査
研究や事業の実施
（平成２２年度）

自然環境課
大学等と連携した調査
研究や事業の実施
（平成３０年度）

③ すべてのライフステージにおける環境教育・環境学習の推進

１１９ □
学校等におけ
る環境教育

全学校での環境教育へ
の取り組み

環境をテーマとした総
合的な学習に取り組ん
だ学校の割合

小学校：７２．５％
中学校：５２．９％
（平成１５年度）

環境をテーマとした総
合的な学習の時間に取
り組んだ学校の割合

小学校：９３．３％
中学校：６３．８％
高 校：８４．４％

総合的な学習の時間に
限定しない割合

小学校：９９．１％
中学校：９３．６％
高 校：１００．０％
（平成２２年度）

学校指導課

環境をテーマとした総
合的な学習の時間に取
り組んだ学校の割合

小学校：９６．６％
中学校：５４．８％
高 校：８０．０％

総合的な学習の時間に
限定しない割合

小学校：１００．０％
中学校：１００．０％
高 校：１００．０％
（平成３０年度）

１２０ □
保育所におけ
る環境教育

全保育所での環境教育
への取組

いしかわの保育所にお
ける環境教育実施要領
（平成１４年３月）

県内の保育所全てにお
いて環境教育が行われ
た。
（平成２２年度）

少子化対策監室

県内の保育所全てにお
いて環境教育が行われ
た。
（平成３０年度）

１２１ □
公民館におけ
る環境学習

全公民館での環境講座
の開催の奨励

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣：２０回
（平成１５年度）

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（公民館）：
２回
（平成２２年度）

環境政策課

講師派遣事業を通じて
公民館の環境講座の開
催を支援した。（３回）
（平成２８年度）

１２２ ■
地域における
環境学習

１０か所以上の町会等で
の環境講座の開催

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（民間団体・
学校・保育園）：３４回
（平成２２年度）

環境政策課

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（民間団体・
学校・保育園）：３９回
（平成３０年度）

１２３ ■
子どもエコク
ラブの数

３０クラブ
１１クラブ

（平成１５年度）
２２クラブ

（平成２２年度）
環境政策課

１１クラブ
（平成３０年度）

１２４ ■
職場における
環境学習

１０か所以上の事業所で
の環境講座の開催

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣：２０回
（平成１５年度）

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（事業所）：
３回
（平成２２年度）

環境政策課

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（事業所）：
２回
（平成３０年度）

１２５ □
パートナーシ
ップ県民会議
の事業

・指導者育成のための
県民環境講座の開
催：毎年

・環境フェアの開催：
毎年

・具体的な環境学習プ
ログラムの開発

・講師派遣：毎年１０回
以上

・活動団体の助成：毎
年５団体以上

県民環境講座：８回
環境フェア：１回
講師派遣：２０回
団体助成：８団体

（平成１５年度）

環境学習講座：７回
環境フェア：１回
講師派遣：３９回
団体助成：１２団体

（平成２２年度）

環境政策課

環境学習講座：４回
環境フェア：１回
講師派遣：４１回
団体助成：４団体

（平成３０年度）
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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成２２年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

１２６
（再掲）

■
「いしかわ自
然学校」全体
の年間参加者

３万人
約２３，０００人
（平成１５年度）

３４，４０７人
（平成２２年度）

自然環境課
３９，２１２人

（平成３０年度）

１２７
（再掲）

■

「いしかわ子
ども自然学
校」の年間参
加者

１万人
（平成２５年度）

約５，７００人
（平成１５年度）

３，９６１人
（平成２２年度）

生涯学習課
７，２８６人

（平成３０年度）

１２８
（再掲）

■
中核的指導者
（インストラ
クター）

６０人
（平成１９年度末）

２１人
（平成１５年度末）

１４２人
（平成２２年度末）

自然環境課
２１３人

（平成３０年度末）

１２９
（再掲）

■
小学校教員の
インタープリ
ター

２５０名
（平成１９年度末）

約１００人
（平成１６年度）

約２５０人
（平成２２年度末）

生涯学習課
約２５０人

（平成３０年度末）

１３０
（再掲）

□
森林・里山保
全活動の拠点
整備

・夕日寺健民自然園の
整備

・民間団体等の活動促
進

４拠点

・平成１９年度に里山ふ
るさと館、体験工房
等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。
・夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成２２年度）

自然環境課

・平成１９年度に里山ふ
るさと館、体験工房
等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。
・夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成３０年度）

１３１
（再掲）

□
森林・里山保
全活動拠点の
機能

保健休養林施設の保全
活動拠点としての機能
強化

保健休養林施設３ヵ所
のうち、森林公園の１
ヵ所において機能強化
を行った。
（平成２２年度）

観光企画課
保健休養林３施設で機
能強化を行った。
（平成３０年度）

１３２
（再掲）

□
自然の調査と
資料収集、普
及啓発

・「自然史資料館」の
開館

・教育・普及活動プロ
グラム、研究計画の
作成

環境教育プログラム

・平成１８年５月開館、
平 成２０年４月 に は
「物理たいけん教室」
や「自然たんけん広
場」などの新設によ
りリニューアルオー
プンした。
・児童生徒または大人
を対象とした教育普
及プログラムを年間
２５回実施するととも
に企画展や講演会、
学校等への出前講座
を実施した。
（平成２２年度）

生涯学習課

・児童生徒または大人
を対象とした教育普
及プログラムを年間
２３回実施するととも
に企画展や講演会、
学校等への出前講座
を実施した。
（平成３０年度）
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